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本文は p. ８へ

今後求められる臨床研究者像と

大学院における人材育成の試み

　臨床研究の進展は、国民の健康維持・増進に役立つ多くの新薬や新しい治療法をもた

らしてくれると考えられる。しかし、日本の臨床研究の実施体制や、基礎研究での成果

を臨床に役立てる仕組みの整備は不十分であると言われている。また、そもそも臨床研

究を実施する質の高い人材の確保が十分にされていないという指摘がある。

　まず、日本で求められている臨床研究者像を明らかにするために、2006 年から

2007 年に発表された臨床研究の推進に関する施策および提言の記述を分析した。その

結果、「基礎研究と臨床の双方に強い研究者」、「他分野連携・融合志向の研究者」、「臨

床研究の専門家」、「治験を主導的に実施する研究者」の４タイプの臨床研究者が求めら

れていると考えられた。

　臨床研究は治療に介入する研究を中心とするので、臨床研究者は、医師としての基本

的知識と技能を有し、かつ研究者としてのトレーニングを積んだ者が望ましい。しかし、

医師は、必要な基本的知識および技能等についての 6 年間の医学教育を経た後、2 年間

の新医師臨床研修を受けることが義務付けられており、さらに 3 ～ 5 年程度の専門医研

修を受けるなど、大学院で研究者としてのキャリアを開始する時期は他分野の研究者に

比較すると遅くなる。従って、臨床研究者育成には、医師のキャリアパスを考慮した大

学院教育体制の改善が必要であり、医師にとって大学院進学がインセンティブになるよ

うな仕組みや、医師のキャリア形成を支援するようなプログラムの設定などが望まれる。

　すでにいくつかの大学では、臨床研究人材育成に向けたプログラムが始まっている。

「魅力ある大学院教育イニシアティブ」（文部科学省高等教育局大学振興課、（独）日本学

術振興会）では、大学院における人材育成プログラムを支援しており、臨床研究人材育

成も含まれている。「横断型系統的医学教育キャリアパス形成（京都大学）」は、幅広い

医学分野の専門知識と深い専門性を組み合わせた人材育成プログラムであり、基礎研究

および臨床の両方に強い研究者の育成が期待される。「医工融合実践教育プログラム（山

口大学）」は、先端的医療機材の開発研究に焦点を絞って、医学と工学の融合教育・研究

を実施する新しい人材育成プログラムである。「臨床研究活性化のための大学院教育改

革（九州大学）」は、医師としてのキャリアパスを考慮した臨床研究の専門家を育成する

プログラムであり、今後、医師の大学院進学を促進するためのモデルプログラムになる

と期待される。「臨床治験推進リーダー養成プログラム（横浜市立大学）」は、治験医師

の育成に焦点を絞った実際的なコースをもつ日本で唯一のプログラムであり、今後はこ

のようなコースを持つ大学院が増えることが期待される。

　このような大学院における人材育成プログラムを国家レベルで推進することは、日本

が将来的に必要とする高度な専門性をもつ人材を確保するために重要なことである。今

後は、これらの人材育成プログラムと連動して、プログラムに参加する個人を対象にし

た研究資金や生活への経済援助などの若手支援のプログラムを拡大していくことが必要

であると考えられる。

科学技術動向

概　要
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　 本文は p.18 へ

ユビキタスネット社会の

コンテキストアウェアネス技術研究の動向と課題

　今後、日常生活の色々な場面で、目立たないように配置されたコンピュータが、様々

な情報提供を行ういわゆる「ユビキタスネット社会」あるいは「ユビキタス情報社会」

という環境が作られてくるであろう。こうした環境を実現するための技術は多岐にわた

るが、特に「意識することなく ICT を利用すること」という機能の実現に対応するのが、

「コンテキストアウェアネス技術」と呼ばれる技術分野である。

　この技術では、家庭や職場、街等の生活空間に配置された多数のセンサから情報を得

て、利用者の行動の詳細や時々刻々変化する環境の状態を把握する。そして、利用者に

タイミングよく有用な情報を提供するといったサービスを行う。このため、利用者の行

動を詳細にコンピュータや第三者が記録する必要があり、利用者が「意識することなく」

その人の個人情報が処理されるという危険な一面も持つ。

　この技術領域における課題は、プライバシーの保護と良いアプリケーションの設計を

両立することである。

　より良い環境を作るという目的で、人の行動や環境を監視することは、基本的には善

意によって為されているという大前提がある。言うまでもなく、この前提だけに立った

システムは、悪意による不正行為に対して極めて脆弱である。そこで、個人情報漏洩を

最小限に食い止める工夫が必要となる。仮に個人情報を取り扱う環境が十分整備された

としても、良いサービスがはじめから存在するとは限らない。技術が普及し、実際の運

用が行われる中で、初めて新しく生まれてくる場合もある。つまり、そこには鶏と卵の

ような関係があり、技術の進化と社会制度の成熟が共に進展することが必要である。

　そこで、コンテキストの流通基盤に関しては、多くの研究者が合意できる共通仕様を

早急に整備する必要がある。その上で、多様なアプリケーションの試行錯誤を行うこと

で取捨選択が起こり、良いものが残り、サービスの内容が洗練されていくという状況を

作ることが必要である。更に、個別要素技術に関する研究開発もさることながら、どの

ような社会と構築したいのかというビジョンを持ち、それに基づいたシステムの設計思

想が必要である。

科学技術動向

概　要
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　近年、世界各地で新興・再興感染症が勃発し、

テロリズムが多発するなど、国際的な公衆衛生上

の危機が懸念されている。この状況に対処するべ

く、世界保健機構（WHO）は国際保健規則（IHR: 

International Health Regulations）を 24 年ぶりに

改正し（2005 年、以下 IHR2005）、2007 年 6 月

15 日に発効させた。

　当規則はWHO憲章第21条に基づく国際規則で

あり、国際的な公衆衛生上の問題となる緊急事態

に迅速に対処することを目的としている。1951年

に国際衛生規則（ISR）として制定され、1961年に現

在名に改正された後、2度の改正によって（1973年

及び1981年）、その管理対象を黄熱、コレラ及びペ

ストの3つの感染症に定めた。しかし、昨今の重症

急性呼吸器症候群（SARS）や鳥インフルエンザ等

といった新興・再興感染症の勃発や、テロリズムへ

の対策強化の必要性が指摘され、2005年の大幅な

改正の運びとなった。

　IHR2005 での主要な改正点は、その管理対

象をこれまでの上記 3 疾患から、Public Health 

Emergency of International Concern（ 原 因 を 問

わず、国際的な公衆衛生上の脅威となりうる、あ

らゆる事象、以下 PHEIC）として、疾患を限定せず、

国際的な公衆衛生管理において重要なすべての事

象に拡大したことである。PHEIC の要件としては、

(1) 公衆衛生上の影響が大きいか，(2) 異常あるいは

予期しないものか，(3) 国際的な拡大について有意

なリスクがあるか，(4) 国際交通や貿易の制限に至

る有意なリスクはあるか、の 4 項目が挙げられて

いる。したがって PHEIC には、感染症に限らず化

学物質や放射性物質などによる疾病の集団発生も

含まれ、またその発生源も自然発生的なものから

テロリズムや不慮の事故等などが含まれる。その

中でも特に、国際的な公衆衛生上深刻な影響を及

ぼす事象として、新たに天然痘、ポリオウイルス

感染に起因する小児マヒ、新型ヒトインフルエン

ザ、SARS などの感染症が指定されている。　

　WHO 加盟国で PHEIC が発生した場合、下図

に示すように、その発生国の IHR 情報連絡窓口が

WHO に通告し（PHEIC として評価された後 24 時

間以内）、WHO はその通告内容に応じて PHEIC 拡

大防止のための迅速な手段を講じることになって

いる。このような情報収集ルートの明確化により、

WHO は PHEIC 発生国やその他の WHO 加盟国が

実施すべき保健措置に関する暫定的及び恒常的勧

告を出すことができるようになった。その一方で、

WHO 加盟各国は国内の日常衛生管理や PHEIC 発

生時の初動対応に関する所定の能力が求められる

ことになった。IHR2005 の発効を受けて我が国も、

既存の健康危機管理指針等を利用しつつ、PHEIC

管理体制の整備を進めている。なお、我が国にお

いては、厚生労働省大臣官房厚生科学課が上記の

連絡窓口を担当している。

 ライフサイエンス分野 TOPICSTOPICS Life Science

　近年、世界各地でSARSや鳥インフルエンザといった新興・再興感染症が勃発し、テロリズムが多発するな

ど、国際的公衆衛生上の危機が懸念されているため、世界保健機構 （WHO）では２００５年、２４年ぶりに国

際保健規則 （IHR）を大幅に改正し、２００７年６月１５日から発効させた。主な改正点は、管理対象を黄熱、コ

レラ及びペストの３疾患から、原因を問わず、国際的な公衆衛生上の脅威となりうるあらゆる事象 （PHEIC）へ

と拡大したことである。緊急事態の迅速対処を目的としてWHOがPHEIC対策の中枢になるとともに、加盟国

では国内の日常衛生管理やPHEIC発生時の初動対応に所定の能力が求められるようになった。我が国でも、

既存の健康危機管理指針等を利用しつつ、PHEIC管理体制の整備を進めている。

参　考参　考 1) 世界保健機構（WHO）International Health Regulations. http://www.who.int/csr/ihr/en/.

 2) New International Health Regulations come into force. Eurosurveillance weekly release. June 7, 2007.

   http://www.eurosurveillance.org/releases/index-02.asp?display=ew.

 3) 第 2 回厚生科学審議会健康危機管理部会（平成 19 年 6 月 5 日開催）資料 3-1、3-2、3-3 

  http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/06/s0605-3.html.
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ＷＨＯ ＩＨＲ情報連絡窓口

日本 ＩＨＲ情報連絡窓口厚生科学課＝

健康危機管理調整会議
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監視安全課
食中毒分野

サーベイランス
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情報収集
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国際課＝

国内関係機関・関係省庁等
情報収集情報伝達

他の健康危機
管理担当部局

トピックス 1　国際的な公衆衛生上の危機に対処する保健規則が発効

改正国際保健規則（IHR2005）に基づく主な情報の流れ概要図

参考３) より引用

「国際的に懸念される公衆の

保健上の緊急事態」を構成す

るおそれのある事象を評価
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　米国 NSF (National Science Foundation) は、

2007 年 10 月からの 5 年間で４億ドル規模の研究

資金を GENI (Global Environment for Network 

Innovation) と呼ばれる研究プロジェクトに出資

することを計画している。

　GENI は、次世代ネットワークとその応用につい

ての大規模研究プロジェクトである。2015 年から

20 年ごろの実現を想定し、既存のインターネット

とは異なるネットワークアーキテクチャの実現を

目指す。

　同プロジェクトは、約 1 年半にわたるプロジェ

クトの実施計画に関する議論を集約し、4 月 25 日

付で「プロジェクト実行プラン」を公開した。こ

の文書は、今年 9 月に開始され、向こう 5 年間に

わたって実施される研究の全体像を表したもので

ある。文書は、「研究計画」「システム要求用件」「機

能設計」「実装計画」などからなる。

　GENI では、センサー、光エレクトロニクス、シ

ステムオンチップ、大規模高速演算、大規模デー

タベース、新アルゴリズム等の研究・開発を通じ

て情報ネットワークの将来像を既存のインターネ

ットの枠組みに捉われないで研究するとしている。

　GENI の物理層は、無線網等を含む多様なネット

ワーク機器から構成され、アプリケーションでは

ソフトウエアの管理機構のもとでネットワークを

利用する実験が相互運用できるようにする。これ

を可能とするために、実験や研究開発を行うサブ

プロジェクトに関して、次の４つのキーワードが

重要である。

　サブプロジェクトのコンポーネントは、いかな

るネットワーク環境にも対応できるよう「プログ

ラム可能」であること。次に、複数のコンポーネ

ントを実装する「仮想化」ができること。これに

より広範囲で連続性のある運用を想定した実験が

可能となる。更に、末端の端末やユーザが「シー

ムレス」に実験に参加できること。実運用段階の

情報通信分野 TOPICSTOPICS Information & Communication

　米国 NSF (National Science Foundation) は、2007 年10 月からの 5 年間で４億ドル規模の研究資金を次

世代情報ネットワーク、GENI (Global Environment for Network Innovation ) の研究に出資する。GENI は、

次世代ネットワークとその応用についての大規模研究プロジェクトであり、既存のインターネットとは異なる

アーキテクチャを目指す。約1 年半にわたる実施計画に関する議論を集約し、4 月 25 日付で「プロジェクト

実行プラン」が公開された。文書は、「研究計画」「システム要求用件」「機能設計」「実装計画」などからなり、

今年９月から向こう５年間にわたって実施される。我が国では、NICT（（独）情報通信研究機構）が実施する

AKARI プロジェクトが発足し、欧州も FP7 の中で類似のプロジェクトを計画している。今後の研究開発の

動向が注目される。

トピックス2　米国の大規模次世代ネットワーク研究の実施プランが公開された

実装を実現することで、漸進的な改善が可能とな

る。最後に、コンポーネントは「モジュラー型」

の構造を持ち、新しい技術の追加削除を柔軟に行

えること。ダイナミックな運用に耐えるためであ

る。

　検討の中心的な役割を演じているのは、NSF に

おける CISE(Computer & Information Science 

and Engineering) と呼ばれる部局である。ここ

は、計算機科学、通信工学、情報科学、情報工学

の振興を目的としている。CISE のもとで、情報

ネットワークと分散システムの学者らがワークシ

ョップを重ねて議論を行ってきた。

　この計画では、21世紀の新しい情報基盤のあり

方を本質から議論するとしている。現在のインター

ネットの原型は30年以上前のARPANET にさか

のぼるが、ネットワークアーキテクチャの基本的な

設計思想はこの時代のものである。

　情報ネットワークの将来像は、情報流通におけ

る安全性信頼性を確保し、新しいサービスやアプ

リケーションの出現を培うものでなければならな

い。現在のインターネットは特に安全性、安定性に

問題があり、ユビキタス社会の到来に伴う大規模

な利用拡大に対する十分な拡張性を持ち得ないと

考えられる。そこでGENIでは、インターネットの

基本的な通信アーキテクチャであるIP(Internet 

Protocol)すら前提とせず、全く新しいアーキテク

チャを目指すとしている。

　一方、我が国では NICT（（独）情報通信研究機構）

が実施する AKARI プロジェクトが発足し、欧州

も FP7 の中で類似のプロジェクトを計画している。

今後の研究開発の動向が注目される。

参　考参　考

GENI ホームページ : http://www.geni.net/

（独）情報通信研究機構 AKARI プロジェクトホームページ：

http://akari-project.nict.go.jp/
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　佐賀大学海洋エネルギー研究センター及び環境

ベンチャー企業の（株）ゼネシスの技術協力により、

インド国立海洋技術研究所（NIOT）は、海洋温度差

エネルギーを利用した海水淡水化装置の洋上実証

実験に、世界で初めて成功した１）。

　今回、NIOT が用いたスプレーフラッシュ蒸発

式海水淡水化装置は、佐賀大学が考案したもので、

温度差エネルギーを利用して海水を淡水化する。

まず、表層温海水を装置内の減圧容器に注入し、

瞬時に蒸発させる（図表１) ２）。次にこの蒸気を低

温の深層冷海水で冷却した特殊な高性能プレート

式熱交換器に導入し、凝縮させることで、蒸留水

と同レベルの高純度の淡水を得ることができる。

　一般の分離膜方式の淡水化装置は、膜透過のた

めにポンプ駆動電力が必要であるが、本方式では、

５℃程度のわずかな温度差エネルギーのみで駆動

可能である。佐賀大学では“ランキンサイクル”を

改良した“ウエハラサイクル”を利用した海洋温度

差発電技術（OTEC）を考案しているが、これとスプ

レーフラッシュ蒸発式海水淡水化装置を組み合わ

せ、カスケードで温度差エネルギーを利用すること

で、取水や循環に必要な駆動電力の発電と淡水化を

同時に行い、CO2を排出しない完全自立型の持続可

能な海水淡水化プラントを構築可能となる。

　今回の実証実験では、淡水化装置、取水装置類一

式を船上に設置した海水淡水化プラント船が用い

られた（図表２）。インド南東部チェンナイ沖35km

の洋上にて、深さ約500mから深層冷海水を汲み上

げた。淡水製造能力は1000t/日であるが、NIOTで

は今後１年以内に実用化レベルの10000t/日規模

にあたる新プラントを建造する計画である。

　海洋温度差エネルギーはクリーンで再生可能な

エネルギー源として期待されている。風力や太陽

光などの他の自然エネルギーと比較して、年間を

通じて安定している点が大きな特長である。世界

各地に幅広く分布する未利用エネルギーで、建設

可能国は 98 カ国におよび１兆ｋW のポテンシャ

ルがあると考えられている２）。離島、遠隔地など、

エネルギー分野 TOPICSTOPICS Energy

　佐賀大学海洋エネルギー研究センター等の技術協力により、インド国立海洋技術研究所（NIOT）は、海

洋温度差エネルギーを利用した海水淡水化装置の洋上での実証実験に、世界で初めて成功した。今回採用

したスプレーフラッシュ蒸発式海水淡水化装置は佐賀大学が考案したもので、海洋温度差発電技術と組み

合わせ、カスケードで温度差エネルギーを利用することで、CO2 を排出しない完全自立型の海水淡水化プ

ラントを実現できる。NIOT では今後１年以内に実用化規模の新プラントを建造する計画である。本技術は、

多くの発展途上国で深刻化している水資源問題の解決に貢献する可能性がある。

トピックス3　佐賀大の海水淡水化技術が海外で実証実験

電力インフラの未整備地域でも、本技術を用いて

海水を淡水化することが可能となれば、多くの発

展途上国で深刻化している水資源の確保に貢献す

る可能性がある。

参　考参　考

1）インド政府プレスリリース（２００７年４月１８日）：

    http://pib.nic.in/release/release.asp?relid=26958

2）（株）ゼネシスホームページ：

    http://www.xenesys.com/japanese/index.html

出典：佐賀大学提供資料

図表２　海水淡水化プラント船の外観とシステムフロー

出典：参考文献２）

図表１　スプレーフラッシュ蒸発式

　　　　海水淡水化システムのフロー図
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　空気の揺らぎの影響が全くない宇宙空間で高精

度の観測を続ける、米国航空宇宙局 (NASA) のハッ

ブル宇宙望遠鏡 ( 主鏡口径約 2.4m) の成果は目覚し

い。NASA は、銀河の形成や星の誕生等に関する

研究を更に進めるため、欧州宇宙機関 (ESA) と協

力して、ジェイムズ・ウェッブ宇宙望遠鏡（James 

Webb Space Telescope：主鏡口径約 6.6 m）も計

画している。更に大口径の 20 ～ 100m の赤外線望

遠鏡が月面に設置されれば、赤外領域の非常に微

弱な光を超長時間の露出でとらえることができる

ようになり、ジェイムズ・ウェッブ宇宙望遠鏡よ

りも 1/100 ～ 1/1000 暗い天体の観測も可能とな

る。しかし、このような巨大な構造物をロケット

で輸送し、月面に設置することは、技術的に不可

能に近い。

　そのため、NASA を含むカナダ・英国・米国の

共同研究チームは、液体及び展開構造物を使用し

た月面望遠鏡の実現を目指している。この望遠鏡

は、重力と回転による遠心力で放物面を形成する

液体を反射鏡のベースとするもので、原理が単純

であり、軽量化や搭載時の小型化を図ることがで

き、ロケットでの輸送が容易になる可能性がある。

また、液体の特性として表面が滑らかであり、外

乱による変形から回復することも可能である。地

上では既に、液体金属を使用して天頂儀として稼

動しているものもある。

　この研究チームは、2007 年 6 月 21 日発行の

Nature 誌に掲載された論文で、融点及び蒸気圧が

低いイオン液体の表面に真空蒸着によりクロム及

び銀のコーティングを施すことに成功したと発表

した。

　この研究チームによると、イオン液体に銀のコー

ティングを直接施したところ、コロイドが形成さ

れ、良好な反射率が得られなかった。この問題を

 フロンティア分野 TOPICSTOPICS Frontier

　大口径の赤外線望遠鏡が月面に設置されれば、現在よりも1/100 ～1/1000 暗い天体の観測も可能とな

る。しかし、このような巨大な構造物をロケットで輸送し、月面に設置することは、技術的に不可能に近い

ため、NASA を含むカナダ・英国・米国の共同研究チームは、液体及び展開構造物を使用した月面望遠鏡

の実現を目指している。この望遠鏡は、重力と回転による遠心力で放物面を形成する液体を反射鏡のベース

とするもので、軽量化や搭載時の小型化を図ることができ、ロケットでの輸送が容易になる可能性がある。

この研究チームは、融点及び蒸気圧が低いイオン液体の表面に真空蒸着によりクロム及び銀のコーティング

を施すことに成功した。この研究成果は、新たなイオン液体の応用につながると期待される。

トピックス4　大型月面望遠鏡を目指したイオン液体への金属膜被覆技術

解決するため、イオン液体の上にまず基礎となる

クロムの膜を形成し、その上に反射率の高い銀の

膜を形成した。クロムを先に蒸着することで、銀

の膜が良好に形成され、反射率が向上した。イオ

ン液体の一般的特性として蒸気圧が低いが、特に

今回使用されたイオン液体は真空中でも蒸発しな

い。

　今回用いられたイオン液体では絶対温度 175 度

まで液体の状態が保たれるが、まだ月面での赤外

線天文観測に必要とされる絶対温度 130 度の目標

を達成していない。しかし、単純イオン液体はお

よそ百万 (106) の種類、3 成分系イオン液体に至っ

ては百京 (1018) もの種類が存在することから、こ

の研究チームは、融点が更に低いイオン液体を探

すことも十分に可能であろうと考えている。

　イオン液体は、常温溶融塩とも呼ばれており、

陽イオンと陰イオンのみから形成される塩である

にも拘らず、常温で液体の化合物である。我が国

でも研究者の関心を集めており、様々な応用が検

討されている。今後の研究で、望遠鏡以外にも新

たな領域が拓かれることが期待される。

( 専門家ネットワーク　片山栄作氏の投稿による )

参　考参　考

 1) ｢Deposition of metal films on an ionic liquid 

  as a basis for a lunar telescope｣、Ermanno 

  F. Borra 他、Na ture、2007年 6 月 21 日

 2) ｢Reflections on ionic liquids｣、Robin D. 

  Rogers、Nature、2007 年 6 月 21 日
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　地球内部に存在する水は、岩石の粘性低下、マ

ントル対流の誘起、融解温度、元素配分などに大

きな影響を及ぼす。この水の分布や循環を解明す

ることは、地球の進化・ダイナミックスの解明に

とどまらず地震発生や火山生成、大陸形成などの

研究が飛躍的に発展すると考えられている。

　これまでの研究でも日本列島下のようなプレー

トの沈み込み帯は、海洋から地球内部への水の入

り口と考えられてきた。しかし、プレートの沈み

込みにより、水がどのように地球内部に取り込ま

れるかは未解明であった。

　東京大学地震研究所の川勝 均教授は、地震波の

利用により東北日本の沈み込み帯（図表１）にお

いて、プレートによるマントル深部への水輸送経

路を明らかにしたと、Science 誌 2007 年 6 月 8 日

号に発表した。

　一般に岩石は、水を吸収すると柔らかくなる。

地震波は硬い岩石よりも柔らかい岩石の方が速度

が遅くなることから、水の輸送経路は、地震波の

低速度領域として現れることが予想される。

　この地震波を解析するために、（独）防災科学技術

研究所が日本列島に約700箇所設置している高感

度地震観測網の2000年から5年分の波形データを

用いた。プレートに沿って層状にあると予想される

水輸送経路に対応する地震波の低速度領域の検出

に、従来は透過波を使う地震波トモグラフィー注１）

が試みられていたが、検出が難しい。今回は、レシー

バー関数解析注２）という地震波速度が急激に変化

する場所からの散乱波を使う手法を用い、これまで

に得られなかった層状の地震波速度構造のイメー

ジを得ることができた（図表２）。

　この地震波速度構造のイメージから、沈み込む

海洋プレート最上部の海洋地殻に含まれた水が、

深さ 50 ～ 90km のマントル内で脱水分離し、上方

に放出され、接触するくさび状マントル注３）内に

移動し、マントルを構成する主要なかんらん岩が、

 フロンティア分野 TOPICSTOPICS Frontier

　東京大学地震研究所の川勝 均教授は、地震波を利用して東北日本の沈み込み帯における、プレートに

よるマントル深部への水輸送経路を明らかにしたと、Science 誌２００７年６月８日号に発表した。これまで、

日本列島下のようなプレートの沈み込み帯は、海洋から地球内部への水の入り口と考えられてきたが、沈み

込みにより水がどのように地球内部に取り込まれるかは未解明であった。また、地球内部の水の分布や循

環を解明することは、地球の進化・ダイナミックスの解明にとどまらず、地震発生や火山生成、大陸形成な

どの研究を飛躍的に発展させると考えられている。今回の研究では、深さ１５０km までの解明が可能にな

ったが、研究者らは今後、海域を含む観測網の拡充を図り、より深部への水輸送経路と出口の解明を進め

ることで、地球内部全体の水循環を明らかにしたいとしている。

トピックス55　プレートによるマントル深部への水輸送メカニズムを実証

提供：東京大学地震研究所　川勝　均教授

この水を吸収して蛇紋岩などに変成し、沈み込む

太平洋プレート上面に沿って引きずり込まれ、深

さ 150km のマントル深部へ運ばれていくことが解

明された。

　今回の研究では、深さ 150km までの解明が可能

になったが、地震波の低速度領域は更に深くまで

続いている可能性がある。研究者らは今後、海域

を含む観測網の拡充を図り、より深部への水輸送

経路と出口の解明を進めることで、地球内部全体

の水循環を明らかにしたいとしている。

注１：地震波を使った地球内部イメージング手法。原

理的にはＣＴスキャンと同じ、解像度は、異なった方

向から来る波線の密度に強く依存し、地震波ﾄﾓｸﾞﾗﾌｨｰ

は、波線を自由に選択できないために解析限界がある。

注２：散乱波を使う地球内部のイメージングの手法。

地震波速度の急激な変化に敏感。地震観測点近傍の地

下構造を推定するのに有効

注３：沈み込み境界と陸側マントルが接触する部分

図表１　東北日本(北部)下の地震波速度変化率プロファイル

図表２　地震波速度構造のイメージ

（表紙カラー図参照）

沈み込み方向

蛇紋岩層 (<6wt%H
2O)

地震波速度

脱水

スラブマントル

くさび状マントル

海洋地殻 (<6wt%H
2O)
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科学技術動向研究

今後求められる臨床研究者像と

大学院における人材育成の試み

伊藤　裕子
ライフサイエンスユニット

1  はじめに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　

　臨床研究注１）は、「医療におけ

る疾病の予防方法、診断方法およ

び治療方法の改善、疾病原因およ

び病態の理解並びに患者の生活の

質の向上を目的として実施される

医学系研究であって、人を対象と

するもの（個人を特定できる人由

来の材料およびデータに関する研

究を含む）」と定義されている 1)。

　一言でいうと、臨床研究は「人

を対象とした研究」であり、この

中には、新しい医薬品や治療法の

開発のために、それらの候補物質

などの有効性や安全性を調べる

「臨床試験」注２）が含まれる。そ

の内、厚生労働省から医薬品等の

製造販売の承認を受けることを目

的として実施される臨床試験を

「治験」注３）という。

　臨床研究が進展し、多くの新薬

や新しい治療法が創出されること

は、国民の健康維持・増進に直接

に大きな利益をもたらすと考えら

れる。今後、高齢化率（65 歳以

上の人口が総人口に占める割合）

が増大して超高齢社会（高齢化率

21% 以上）に突入する日本におい

て、治験や臨床試験を含む臨床研

究の活性化は、非常に重要な課題

と言える。

　日本は、現時点では、世界の中

でも自前で新薬を開発できる数少

ない国のひとつであり、2004 年

の世界の売上高上位 100 医薬品

の内に日本発医薬品は 13 あり、

これは第 1 位の米国 (39)、第 2 位

の英国 (14) に次いで第 3 位であ

る 2)。しかし、質の高い臨床研究

ジャーナルに掲載される日本の論

文の割合は、質の高い生命科学の

基礎研究論文を収載する Nature

や Science などのジャーナルに掲

載される割合よりも低い 3)。この

状況は、臨床研究の実施体制が充

分ではないために研究が進みにく

いこと、高い生命科学の基礎研究

力を臨床研究につなげる（橋渡し

する）仕組みができていないこと

を示していると考えられる。また、

医薬品の承認審査や治験の制度に

関して欧米に比べて充分に整備さ

れていないという問題点も指摘さ

れている。

　これらの様々な問題を解決し、

臨床研究の活性化を促すための

根本的な共通課題は、臨床研究

人材の育成であると考えられる。

臨床研究の主たる実施機関は大

学病院等であり、主な実施者は

医師である。本論では、医学部

卒業生を対象にして、大学院医

学研究科で現在試みられている

臨床研究人材の育成プログラム

について、特徴のあるものを選

定して、内容を紹介し、今後の

臨床研究人材の育成策について

検討する。

2  臨床研究の特徴 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　

　臨床研究は、人や人由来の材料

などを研究対象とするので、安全

性や生命倫理などを考慮しなくて

はならない研究であり、実施にあ

たって様々なガイドラインを遵守

する必要がある（図表１）。

　また、一口に臨床研究といって

も、臨床研究には、医薬品等の承認

申請のための「治験」、治験以外の

標準的治療法の改善等を目的とし

た「臨床試験」、新しい医療技術の

効率的な開発を目的とした、基礎

研究と臨床研究の橋渡し研究であ

る「トランスレーショナルリサー

チ(TR) 」注４）など、研究目的が異な

るものが含まれている4)（図表２）。

そのため、臨床研究のタイプによ

っては必要なガイドライン等が異

なる。具体的には、治験では、治験

実施のための基準が薬事法および

GCP省令（医薬品の臨床試験の実

施の基準に関する省令）で細かく

規定されている。

　従って、臨床研究を活性化する
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人材を検討する際には、例えば、

TR のように研究的な要素が強い

もの、治験のように制度で規定さ

れたプロセスに従って実施するこ

とを求められるものなど、臨床研

究のタイプによって、相応しい人

材育成策も異なると考えられる。

法 律 や 指 針 等 施行年月日等 施 行 機 関 等

ヘルシンキ宣言

　（ヒトを対象とする医学研究の倫理的原則）
1964 年 6 月 世界医師会

臨床研究に関する倫理指針 2003 年 7 月 厚生労働省

遺伝子治療臨床研究に関する指針 2002 年 3 月 文部科学省、厚生労働省

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 2001 年 3 月
文部科学省、厚生労働省

経済産業省

疫学研究に関する倫理指針 2002 年 6 月 文部科学省、厚生労働省

手術等で摘出されたヒト組織を用いた研究開発

の在り方
1998 年 12 月 厚生科学審議会（答申）

ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針 2001 年 文部科学省（告示）

個人情報の保護に関する法律 2003 年 5 月

トランスレーショナルリサーチ実施にあたって

の共通倫理審査指針
2004 年 1 月

東京大学医科学研究所附属病院　先端医療研究セ

ンター、名古屋大学医学部付属病院　遺伝子・再

生医療センター、京都大学医学部附属病院　探索

医療センター、大阪大学医学部附属病院　未来医

療センター、九州大学病院先端医工学診療部・臨

床研究センター、（財）先端医療振興財団　先端医療

センター・臨床研究情報センター

医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令

　(GCP 省令 )
1997 年 3 月

厚生労働省

＊関連法規：薬事法

T　R 医師主導臨床試験 治　験

目  　的
新しい医療技術の

効率的な開発

標準治療法の革新・

改善

新医療技術の申請、

承認取得

被験者数 少　数 少数～多数 少数～多数

主 導 者 研究者および医師 医　師 企業および医師

研究資金の

出所

国、企業、

ベンチャーキャピ

タル、研究者

企業、国、研究者 企　業

試薬 / 試験

製品の供給元
研究者、企業、国 企　業 企　業

図表２　トランスレーショナルリサーチ (TR)、医師主導臨床試験、治験の比較

図表１　臨床研究に関連する代表的な法律および指針等

■ 用 語 説 明 ■

注１　臨床研究：医療における疾病の予防方法、診断方法及び治療方法の改善、疾病原因及び病態の理解並びに患者の

生活の質の向上を目的として実施される医学系研究（医学に関する研究とともに、歯学、薬学、看護

学、リハビリテーション学、予防医学、健康科学に関する研究が含まれる）であって、人を対象とす

るもの（個人を特定できる人由来の材料及びデータに関する研究を含む）をいう。

＊「臨床研究に関する倫理指針（2004年 7月 30日制定、厚生労働省）」より

注２　臨床試験：人を対象とし、薬剤や手術等の介入行為を行い、予め規定された実施計画書に従って行う研究。

注３　治　　験：医薬品等の製造・輸入・販売に関して厚生労働省への承認申請に必要なデータを得るために行われる

臨床試験。

注４　トランスレーショナルリサーチ (TR)：人に適用する妥当性が倫理的かつ科学的視点から公式に認められたと

きに人に対象として行われる小分子化合物、高分子化合物、遺伝子、細胞、組織などを用いた臨床研究。

科学技術動向研究センターにて作成

参考文献
4)

より
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　2006 年から 2007 年にかけて、

臨床研究の推進に関する科学技

術政策上の様々な提言および施

策が発表された。ここでは代表的

な 4 つの提言等（下記、①～④）

を取り上げ、「主に臨床研究の推

進に関するもの」、「主に治験の活

性化に関するもの」に分けて示し、

それぞれの概要と臨床研究人材

に関する記述から、今後の日本で

求められる臨床研究者像を浮か

び上がらせる。

３‐１

最近の提言および施策

(1）主に臨床研究の推進に

関するもの

①内閣府 総合科学技術会議の第 3

期科学技術基本計画における分野

別推進戦略（2006 年 3 月 28 日

閣議決定）5) のライフサイエンス

分野では、「臨床研究・臨床への

橋渡し研究」が第 3 期科学技術

基本計画の期間中（2006 年度～

2010 年度）に重点投資する対象

として戦略重点科学技術に選定さ

れている。

　この研究開発内容として、以下

が示されている。

・早期に実用化を狙うことができ

る研究成果、革新的診断・治療

法や、諸外国で一般的に使用す

ることができるが我が国では未

承認の医薬品等の使用につなが

る橋渡し研究・臨床研究・治験

・臨床研究、橋渡し研究の支援体

制整備

・臨床研究推進に資する人材養

成・確保（疫学、生物統計に専

門性を有する人材を含む）

・創薬プロセスの効率化など成果

の実用化を促進する研究開発

　

　また、ライフサイエンス分野の

推進方策として、「臨床研究推進

のための体制整備」が謳
うた

われ、「研

究成果を新しい医薬品・医療機器

等の形で国民に還元するために

は、支援体制等の整備・増強、臨

床研究者・臨床研究支援人材の確

保と育成、研究推進や承認審査の

ための環境整備、国民の参画の４つ

の取り組みを進めることが重要で

ある」と示されている。

②2006年12月に、独立行政法人

科学技術振興機構の研究開発戦

略センターは、「臨床研究に関する

戦略提言　我が国の臨床研究シ

ステムの抜本的改革を目指して」

を発表した6)。さらに2007年3月に、

「統合的迅速臨床研究(ICR)の推進

―健康・医療イノベーション―」

を発表した7)。

　「ライフサイエンスの基礎研究

への多大な投資の結果、ライフサ

イエンスに関する豊富な知識が蓄

積されているが、臨床研究を実施

するシステムが弱体であり、（医

薬品）審査認可機関にも問題があ

って、基礎研究の成果を迅速に実

用化に繋げることが困難な状況に

ある」としている。そのために、

臨床研究システムおよび審査認可

システムの抜本的な改革を提言し

ている。

　具体的には、臨床研究の推進を

国の政策の最重要事項の一つと位

置づける「臨床研究基本法の制定」

と、基礎研究・臨床研究・先端医

療研究開発の機能を同一の場所に

設置して、異分野の研究者が日常

的に協力体制をつくることを可能

とする「臨床研究の拠点整備、臨

床研究複合体の創設とネットワー

クの形成」、さらに、「統合的迅速

臨床研究 (ICR) 推進のための施策：

資金の確保、制度改革、人材育成」

を提言した。

(2) 主に治験の活性化に

関するもの

③内閣府 総合科学技術会議の基

本政策推進専門調査会では、我が

国の治験を含む臨床研究は、「円

滑な科学技術活動と成果還元に向

けた制度・運用上の隘
あい

路
ろ

の解消」

が必要な課題のひとつであると

し、2006 年 6 月より審議を行い、

2006 年 7 月 26 日に中間報告を

出した 8)。

　報告書では、体制整備に向けた

改革の方向として、以下が示され

た。

・支援体制等の整備・増強

・臨床研究・臨床研究支援人材の

確保と育成

・研究推進や承認審査のための環

境整備（臨床研究推進の制度的

枠組みの整備、医薬品等の承認

審査の迅速化・効率化、国際共

同治験）

・国民の参画（治験の情報提供活

動の規制緩和、臨床研究の被験

者に対するインセンティブの付

与）

④ 2007 年 3 月 30 日には文部科

学省・厚生労働省から「新たな治

験活性化 5 カ年計画」が発表され

た 9)。これは、2003 年 4 月に策

定された「全国治験活性化 3 カ年

計画」の次の計画にあたるもので

ある。

　「新たな治験活性化 5 カ年計画」

において、治験・臨床研究の活性

化の課題として、以下の項目が示

された：

・中核病院・拠点医療機関の体制

整備

・治験・臨床研究を実施する人材

の育成と確保

・国民への普及啓発と治験・臨床

3  今後求められる臨床研究者像 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
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研究への参加の促進

・治験の効率的実施及び企業負担

の軽減

・その他の課題（国際共同治験・

臨床研究の推進における障害の

解消、臨床研究開始時の届出制

に関する検討、「臨床研究に関

する倫理指針」の見直し等、「医

薬品の臨床試験の実施の基準に

関する省令（GCP 省令）」の見

直し等）

３‐２

提言された臨床研究

人材育成の内容

　前項 3‐1 で取り上げた 4 提言

等の全てで臨床研究人材の育成に

関する項目が示されている。これ

らについて以下に詳しく述べる。

　①では、臨床研究支援人材（治

験コーディネータ、生物統計学者、

臨床疫学者、薬剤師、データ管理

者、等）の確保・育成が提言され

ている。臨床研究の実施の際には、

膨大な数のデータが生じ、これら

のデータを解釈し、次の研究の方

向性を決定するためには、データ

の管理や統計的な分析を行うなど

の臨床研究支援人材が必要不可欠

である。さらに、臨床研究者およ

び臨床研究支援人材の数の確保

（および雇用促進）、そのための教

育の充実、臨床研究に関するキャ

リアパスや、経済的インセンティ

ブの付与、が提言されている。

　さらに、①では、臨床研究の主

たる実施者である医師に対する臨

床研究人材育成に関する具体的な

施策提言は示されなかったが、「臨

床研究・橋渡し研究の支援体制整

備」の項目の具体的な取り組みと

して次のように挙げられている。

・基礎研究からのシーズを臨床開

発へ展開するのみならず、臨床

の視点からのシーズを基礎研究

へむすびつける取組

・臨床研究における新しい手法

や研究への取組、・・（中

略）・・等の世界的動向の情報

収集と、それらの手法・研究の

活用の検討

・臨床医と基礎医学研究者、他領

域の研究者（特に工学系、薬学

系等）との共同体制の増強

・医薬品候補物質の探索系開発及

びその探索実施のための設備・

機関またはネットワークの整

備、細胞・組織バンク、非臨床

試験専門施設等の研究基盤の拡

充

　これらは研究支援体制に関して

述べているが、最後の「研究基盤」

を「臨床研究者の育成」に変える

と、これらの文章はそのまま、以

下のような人材育成策になると考

えることができる。

・基礎研究からのシーズを臨床開

発へ展開するだけでなく、臨床

の視点からのシーズを基礎研究

にむすびつけるという研究を実

施する臨床研究者の育成

・臨床研究における新しい手法や

研究に積極的に取り組める臨床

研究者の育成

・臨床医と基礎医学研究者や他分

野の研究者と共同研究を積極的

に実施できる臨床研究者の育成

　②では、臨床研究推進に不可欠

な人材として、臨床研究を実施す

る医師、生物統計家、規制科学（レ

ギュラトリーサイエンス）の知識

を有する人材、データマネジャー、

治験コーディネータ、ゲノミクス

などの技術に関わる人材、インフォ

マティクスに関わる人材、医工連

携を推進する人材（情報科学、ナ

ノバイオロジー、工学）、知的財

産と法務に関わる人材を挙げてい

る。さらに、これらの人材を統括

的に教育するための公衆衛生大学

院の充実と増設が必要であるとし

た。

　また、臨床研究を実施する医師

の養成を学部と大学院で行うこと

が必要であるとし、具体的な方策

として次のように述べている。

・学部教育における臨床研究カリ

キュラムの充実

・大学院における臨床研究の教育

と研究の実施

・臨床研究を行う医師のポストド

クトラルフェローシップの設置

・オンザジョブトレーニング

(OJT)として臨床研究拠点にお

けるサマースクールなどの教育

・臨床研究に参加する医師へのイ

ンセンティブを与える評価シス

テムなど

　③では、①と同様の臨床研究支

援人材の育成・確保についても言

及しているが、それ以外に臨床研

究を担う医師についての育成につ

いての問題点として、次のように

言及している。

・臨床研究人材の不足：大学では

基礎的実験医学が重視されがち

であり、治験や臨床研究の評価

は低く、また時間のかかる研究

が多いため昇進につながりにく

いことから、敬遠される傾向に

あることが原因

・不足している臨床研究人材を教

育・育成する場（大学・病院・

研究所など）の脆弱さも問題

　臨床研究者の育成に関しては、

③は次のように提言している。

・大学は教育と研究を臨床研究に

より近い分野にシフトする事を

考えるべき

・臨床研究者が専門職として正当

に評価される環境を作り、臨床

研究実績を反映したキャリアパ

スを確立することが必要

　④では、治験・臨床研究に従事

する医師に対するインセンティブ

に関して具体的な方策の提言をし

ている。

・医師等の臨床業績の評価向上

（院内処遇、学会の論文評価、

学位の取得）が進むよう中核病
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院・拠点医療機関及び関係団体

に協力を促す

・治験・臨床研究の普及のため、

厚生労働科学研究費等の交付割

合を、基礎研究から治験・臨床

研究へシフトする

・医師等の養成課程での治験・臨

床研究に係る教育の機会の確

保・増大を図る

・治験・臨床研究を実施する医師

等が研究時間や研究費を確保で

きるようにする　

３‐３

今後求められる

臨床研究者の姿

　以上をまとめると、今後、日本

で求められる臨床研究者は、次の

４つのタイプであろうと考えられ

る。

(A）基礎研究と臨床の双方に強い

研究者

(B）他分野連携・融合志向の研究者

(C）臨床研究の専門家

(D）治験を主導的に実施する研究者

　まず、日本の大学院における臨

床研究人材育成の現状の問題点に

ついて、4‐1 で言及する。次い

で 4‐2 で国が支援している大学

院における人材育成プログラムに

ついて示す。4‐3 では 4‐2 のプ

ログラムで採択された大学院医学

研究科において試みられている人

材育成プログラムについて、前章

で示した「今後求められる臨床研

究者」を育成できると思われるプ

ログラムを選んで、その概要を紹

介する。

４‐１

大学院における臨床研究

人材育成の現状の問題点

　臨床研究は治療に介入する研究

が中心であるので、臨床研究者は、

医師としての基本的な知識と技能

を有し、かつ研究者としてのトレー

ニングを積んだ者が望ましく、この

ような臨床研究者を多数育成する

必要があると考えられる。しかし、

医師が臨床研究者になるためには

実質的に長期間かかっている。

　医師は、医師として必要な基

本的知識および技能等について

の 6 年間の医学教育（学部）を

経た後、基本的な診療能力を幅広

く身に付けるために 2 年間の新医

師臨床研修（新医師臨床研修制度

は 2004 年 4 月に創設）を受ける

ことが義務付けられている。また、

専門医（特定の診療科や病気に関

4  大学院における臨床研究人材育成の試み ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　

して一定の基準を満たす教育や研

修を受けて専門の試験に合格した

医師）の資格を取得するために、

新医師臨床研修後に 3 ～ 5 年程度

の専門医研修を受ける者もいる。

　従って、大学院進学を希望する

場合、早くても新医師臨床研修後

になり、研究者としてのキャリア

を開始する時期が他の分野の研究

者に比べてかなり遅くなる。現在、

大学院の入学者の年齢は30～34歳

が最も多いと報告されており10)、

実際に専門医研修後に大学院に進

学する者が多いと考えられる。

　これを受けて、2007 年 3 月に

発表された「医学教育の改善・充

実に関する調査研究協力者会議

（文部科学省）」10) の最終報告書に、

大学院教育の改善への取り組みが

提言されている。

・大学院の目的の明確化（研究者

養成と臨床医養成）、大学病院

での研究目的の診療従事のカリ

キュラムへの位置づけ

・新医師臨床研修修了後に大学院

への入学準備に充分な時間的余

裕を確保するための秋季入学の

実施

・新医師臨床研修を受けることな

く早期に進学する大学院のコー

スの設定

（17 大学においては、早期進学

特例として、医学部 4 年次を

修了した時点で大学の定める単

位を優秀な成績で修得した者を

大学院医学研究科に入学させ、

Ph.D を取得した後、医学部

5 年次に再入学して医学部を卒

業させるなどの MD/Ph.D コー

スを設けるなどの取り組みを実

施している）

・新医師臨床研修の基本研修科目

および必修科目以外の研修期間

に、将来、教育者や研究者を目

指す者を対象に、研究マインド

を育む研修を盛り込むなどの取

り組み

・大学院と大学病院の連携等によ

る、専門医養成における大学院

の取り組みの充実

・博士号取得が教育者・研究者の

スタートライン等として実感さ

れる取り組み

・臨床医、臨床研究者、基礎医学研

究者それぞれのキャリアパスの

明確化とキャリア形成への支援

　医師が大学院進学することに対

するメリットやインセンティブが

明確でなければ、今後、大学院へ

の進学者は減少していくのではな

いかと懸念される。

４‐２

国が支援する大学院における

臨床研究人材育成プログラム

　文部科学省では、「国公私立大

学を通じた大学教育改革の支援」

として、大学および大学院で実施

される特色のある取り組みを選定

して支援している（2007 年度予
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算額：602 億円、2006 年度予算額：

562 億円 )11)。

　これには、「国際競争力のある

世界最高水準の教育研究拠点形成

（グローバル COE、21 世紀 COE

プログラム）」、「社会の要請に応

える専門職業人養成の推進（専門

職大学院等教育推進プログラム、

地域医療等社会的ニーズに対応し

た質の高い医療人養成推進プログ

ラム、がんプロフェッショナル養

成プラン）」、「現代的課題に対応

できる人材養成と大学の多様な機

能の展開（現代的教育ニーズ取り

組み支援プログラム、大学教育の

国際化推進プログラム、社会人の

学び直しニーズ対応教育推進プロ

グラム、新たな社会的ニーズに対

応した学生支援プログラム）」、「課

程に応じた教育内容・方法等の高

度化・豊富化の充実（特色ある大

学教育支援プログラム、大学院教

育改革支援プログラム、魅力ある

大学院教育イニシアティブ：図表

３）」が含まれる。

　これらの内、臨床研究人材育成

プログラムとしても機能している

プログラムを下記に示す。

(1）「魅力ある大学院教育

　イニシアティブ」12)

　「魅力ある大学院教育イニシア

ティブ」（文部科学省高等教育局大

学振興課、（独）日本学術振興会）は、

社会のニーズに応えられる若手研

究者育成に主眼を置いた意欲的か

つ独創的な大学院教育の取り組み

を重点的に支援するものである。

　このプログラムにおいて、2005

年度（19件）と2006年度（11件）

に採択された医療系の課題の内、

教育プログラムのテーマが臨床研

究に関するものを選び、図表４に

示した。この内のいくつかは、次

節で内容を紹介する。

「魅力ある大学院教育イニシアティブ」
（概要）

・ 若手研究者に新たに求められる資質、自立して研究活動を行うための能力を組織的かつ体系的に修得させ

るための教育プログラムを重点的に支援し、研究者養成機能の強化を推進

・ 時代の要請に応じた大学院教育の進展という観点から、教育の課程の組織的展開の強化、新たな研究指導

法の開拓を促進

（対象）原則として博士課程を置く専攻

（事業規模）

・ 国から補助金を支出する額は、内容等を勘案の上、取り組み規模の範囲内で 1 件当たり年間 5 千万円限度

を上限とし、原則として 2 年間継続的に交付

（予算）2006 年度予算額 42 億円（2 005年度予算額 30 億円）

（採択実績）

・ 2006 年度は申請が 129 大学 268 件、採択が 35 大学 46 件、その内、11 件が医療系

・ 2005 年度は申請が 147 大学 338 件、採択が 45 大学 97 件、その内、19 件が医療系

参考文献 11, 12) を参照し、科学技術動向研究センターにて作成

図表３　「魅力ある大学院教育イニシアティブ」の概要

採択
年度

大　学 専　攻 教育プログラムの名称
教育プログラムの

対　象

2005 群馬大学 医学系研究科医科学専攻
大学院医学教育の双方向型展開
と実践

基礎医学・臨床医学融合

2005 京都大学 医学研究科
横断型系統的医学研究キャリア
パス形成

学際的・統合的な医学研究

2005 山口大学 医学系研究科応用医工学系専攻 医工融合実践教育プログラム 医工融合

2005 長崎大学
医歯薬学総合研究科新興感染症
病態制御学系専攻

国際的感染症研究者・専門医
養成プログラム

感染症研究者・専門医育成

2006 三重大学 医学系研究科生命医科学専攻
地域と時代に応える医学・医療
研究者の養成

基礎・臨床融合型

2006 九州大学 医学系学府機能制御医学専攻
臨床研究活性化のための大学院
教育改革

臨床研究専門教育システム

2006 熊本大学 医学教育部病態制御学専攻
エイズ制圧をめざした研究者
養成プログラム

エイズのトランスレーショ
ナルリサーチ

2006 宮崎大学 医学系研究科生体制御学専攻
臨床研究と展開医療を融合する
教育拠点

シーズの発見から臨床応用
までの展開医療

2006 横浜市立大学
医学研究科生命分子情報医科学
専攻

臨 床 治 験 推 進 リ ー ダ ー 養 成
プログラム

治験・臨床試験

2006 慶應義塾大学 医学研究科医科学専攻
癌研究奨励修士・博士一貫教育
イニシアチブ

癌基礎・臨床一体型研究

図表４「魅力ある大学院教育」イニシアティブの採択課題例（臨床研究に関するもの）

科学技術動向研究センターにて作成



科 学 技 術 動 向　2007 年 8 月号

14

(2)「地域医療等社会ニーズに対

応した質の高い医療人養成

推進プログラム」13)

　「地域医療等社会ニーズに対応

した質の高い医療人養成推進プロ

グラム」（文部科学省高等教育局

医学教育課）は、地域医療等社会

ニーズに対応したテーマ設定を行

った国公私立大学から申請された

取り組みの中から、質の高い医療

人を養成する特色ある優れた取り

組みについて財政支援を行うこと

により、大学の教育の活性化を促

進し、社会から求められる質の高

い医療人の養成推進を図ることを

目的とする 13)。

　このプログラムは毎年、募集

テーマが異なり、2006 年度のテー

マは「分野別偏在に対応した医師

の養成」、「臨床能力向上に向けた

薬剤師の養成」であり、2007 年

度のテーマは「臨床研究・研究支

援人材の養成」、「女性医師・看護

士の臨床現場定着及び復帰支援」

である。

　2007 年度予算は 2 テーマ合わ

せて 13.1 億円である。選定され

た取り組みは、継続的な財政支援

が実施（3 年程度）される。

　2007 年度テーマ「臨床研究・

研究支援人材の養成」は、創薬・

新規医療技術の開発等に資する臨

床研究や臨床研究への橋渡し研究

を一層推進するための、質の高い

臨床研究者や研究支援人材（臨床

試験コーディネータ、生物統計学

者・臨床疫学者・データ管理者等）

の養成に関する取り組みを対象と

した。

　2007 年７月 25 日に 2007 年度

テーマの選定大学が発表された。

「臨床研究・研究支援人材の養成」

においては、申請 30 件中、採択

7 件であり、実践的かつ具体的な

効果が期待される取り組みが選定

されたように思われる。図表 5 に、

選定された取り組みを示した。

大　学 取　組　名

群馬大学 大学院融合型 OJT による臨床試験人材養成

神戸大学

先進的 CRESP による臨床研究教育の改革

―神戸ローカル医療クラスターにおける

クリニカル・リサーチ・エキスパート特修プログラム

(CRESP) の開発―

山口大学
大学院コースによる臨床研究支援人材の養成

―「臨床試験支援センター」を中心として―

九州大学
良質な医師主導臨床試験支援人材の育成

―日本人のためのエビデンス構築の基盤整備―

琉球大学 臨床研究専門医と上級 CRC 養成プログラム

東京慈恵医科大学 プライマリケア現場の臨床研究者の育成

北里大学

慶応義塾大学

順天堂大学

臨床研究人材育成教育コンソーシアム

―国内・海外連携による教育システムの構築と実施―

図表 5　 2007 年度テーマ「臨床研究・研究支援人材の養成」に
　　　　 採択された大学と取組名

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/07/07072516.htm より

４‐３

「魅力ある大学院教育

イニシアティブ」で採択

されたプログラムの紹介

　図表 4 から、3‐3 節で示した

今後求められる臨床研究人材であ

る、(A) 基礎研究と臨床の双方に

強い研究者、(B) 他分野連携・融

合志向の研究者、(C) 臨床研究の

専門家、(D) 治験を主導的に実施

する研究者、の育成に関連する教

育プログラムを選び、その特徴な

どを紹介する。

(A) 基礎研究と臨床の双方に強い

研究者育成

○横断型系統的医学教育キャリア

パス形成（京都大学）

【背景】

　今日の医学研究の急激な進展と

国際的な競争、成果還元への強い

社会的要請などより、さらに包括

的・総合的医学知識と技術の取得、

社会との連携を視野にいれた見識

と倫理性、新領域開発につながる

自主性と独自性、多様な国際的コ

ミュニケーション能力の修得が必

須の要件となっている。

【目標】

　従来の伝統的な医学系大学院教

育において実施されてきた徹底的

な個人教育という面を保持しつつ

も、新しい時代環境に即したより

合理的で広い視点を教育に導入す

る包括的で全人的な大学院教育シ

ステムの構築を計画する。

【プログラムの内容】

・現在の 6 専攻（生理系専攻、病

理系専攻、内科系専攻、外科系

専攻、分子医学系専攻、脳統御

医科学系専攻）を１専攻に統合

し、統合専攻とする

・統合専攻では、従来の専門分野

に加えて、系統的な教育履修ユ

ニットとしての基礎・臨床・社

会医学を横断する 12 の大学院

教育コース（細胞生物学・細胞

生理学コース、発生・形態形成

学コース、免疫・アレルギー・

感染症学コース、腫瘍学コース、

遺伝・ゲノム医学コース、神経

科学コース、生活習慣病・老化・
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代謝医学コース、再生医療・臓

器再建医学コース、病理病態医

学コース、臨床研究（臨床疫学・

探索臨床）コース、健康社会医

学コース、医工学連携コース）

を新たに設置する

・学生は既存の専門分野に属する

と同時に少なくとも一つの大学

院教育コースを履修し、学位取

得まで両系統から教育・研究指

導を受けながら学位研究を進め

る

（特徴と今後の期待）

　幅広い医学分野の専門知識とい

う横糸と、深い専門性という縦糸

を組み合わせた教育プログラムに

より、基礎研究および臨床の両方

に強い研究者の育成が期待され

る。

(B) 他分野連携・融合志向の

　 研究者育成

○医工融合実践教育プログラム

   （山口大学）

【背景】

　大学院医学系研究科応用医工学

系は、2001 年 4 月に日本で初め

て医学部と工学部が融合して設立

された独立専攻大学院であり、生

体情報のデジタル化を基盤にして

医療・福祉の新しい動向に則した

理論と先端的医療機材の開発研究

に必要な創造的で幅広い視野の人

材の育成を目的としている。医工

学の学位（博士）を授与する日本

で唯一の大学院である。

【目標】

　医工学分野において国際的に活

躍できる、創造的で幅広い視野を

持つ、人間性豊かな研究者の育成。

【プログラムの内容】

・医工学基礎コース必修科目と

し、非医学系学生に医学系の基

礎科目の講義（基礎解剖生理学、

基礎生化学、基礎病理学、医用

統計学、基礎内科学、基礎外科

学など）を、非工学系学生に工

学系の基礎科目（バイオメカニ

クス基礎、バイオセンシング基

礎、バイオターゲット基礎、バ

イオマテリアル基礎、バイオミ

メティクス基礎、バイオシステ

ム基礎など）の講義を行う

・博士後期課程には医工学専門コ

ース、展開研究コースがあり、

医学・工学融合型の研究展開が

可能となるような実験・解析手

法の修得を実施している

・医工学の動機づけとして、医学部

出身者には高度医用・分析デバ

イスの原理と使用方法の実習な

どのエンジニアリング体験を、

工学部出身者には手術現場等の

臨床体験などにより医療ニーズ

を知る演習が含まれている

・「エンジニアリング的素養を有

する医師」、「医療分野に精通し

た工学系研究者」を養成する

（特徴と今後の期待）

　医学・工学の連携は、最早、新

しい試みではないが、先端的医療

機材の開発研究に焦点を絞って、

このような実質的な医学と工学の

融合教育および研究を実施するこ

とは、大変新しいと考えられ、効

果が期待される。

(C) 臨床研究の専門家育成

○臨床研究活性化のための大学院

教育改革（九州大学）

【背景】

　学部教育内容の急増、卒後臨床

研修化などにより、学生や研修医

は大学院進学に目を向ける余裕を

なくしている。このままでは、大

学院は人材育成の目的が果たせな

いばかりか、研究遂行にも支障を

来たしかねない。

【目標】

　臨床研究専門教育システムの構

築を核とする医療系大学院教育改

革に着手する。各論的教育以前に、

まず臨床研究全般にわたる基礎教

育が必須。また、臨床研究を担う

医師を多数養成する必要がある

が、若手医師にとっては専門医資

格の取得も必要なので、医師が社

会人のまま大学院を受講できるシ

ステムを作る必要がある。

【プログラムの内容】

・博士課程に臨床研究専門教育シ

ステムを創設し、系統的なコー

ス教育により、適正な臨床研究

を実施する能力を修得させる

・社会人医師に大学院で学ぶ機会

を提供するために、授業は夜間

もしくは休日に設定する

・博士課程の臨床研究専門教育シ

ステムと基礎研究者養成システ

ムを設置し、両システムは自由

にアクセス可能である

（特徴と今後の期待）

　このような、医師としてのキャ

リアパスを考慮した臨床研究の専

門家を育成するプログラムは、今

後、医師の大学院進学を促進する

ためのモデルプログラムになると

期待される。

(D) 治験を主導的に実施する

　研究者の育成

○臨床治験推進リーダー

　養成プログラム（横浜市立大学）

【背景】

　国際競争力の乏しい日本の臨床

研究の弱点を克服し、日本国内に

おける臨床試験、新薬開発・評価

を医師主導のもとに行う体制の整

備は急務である。

【目標】

　国内における臨床試験体制の整

備と臨床治療学の水準を引き上
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げ、安心で安全な治療体制の充実

のために、大学院博士課程におけ

る大学院生を対象に広く臨床研究

および臨床試験を展開するリー

ダーを育成する。

【プログラムの内容】

・複数診療科および研究分野にま

たがる基礎知識・教養・視点の

涵
かん

養
よう

など、組織的な個別指導体

制の確立

・先端医科学研究コースと臨床試

験エキスパートコースを設置

・臨床試験エキスパートコースに

は、臨床試験実習があり、臨床

試験や治験を実施する際に必要

なプロセスを修得することがで

きる

・米国において医薬品の許認可を

担う機関である FDA と、先端

的な共同科学研修プログラムの

開発、実施を通じた人材育成に

関する連携協定を結んでおり、

将来的に FDA で研修可能

・日本の医師免許で医療行為が可能

なアイオワ大学との連携協定など

の国際研究教育システムの導入

（特徴と今後の期待）

　本プログラムは、治験・臨床試

験を主導的に実施する研究者（医

師）を育成することに特化した大

学院である。このような、治験医

師の育成に焦点を絞った実際的な

コースをもつ大学院は日本で唯一

であり、今後はこのようなコース

を持つ大学院が増えることが期待

される。

5  おわりに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　

　科学技術の持続的な発展に関わ

らず、依然として医療上で求めら

れる課題は減少する様子がない。

高齢化、生活様式および生活習慣

の変化、グローバリズムにより、

従来には少なかった疾病の増加、

新しい疾病や感染症の出現、複合

的な疾患に罹患する人の増加な

ど、今後の疾病構造はより複雑に

なり、医療に対する国民のニーズ

や期待感は高まるばかりである。

　将来、日本の国民が、今まで以

上に進んだ医療や効果的な治療を

国内で受けられ、同時に国内での

臨床研究も進めようとするなら

ば、旧来の制度やシステムではな

く、現代に合った新しい制度やシ

ステムを医療の現場や医学部など

の教育および研究の現場に導入し

ていく必要があると考えられる。

　医師が一人前になるまでには医

学部を卒業してから 10 年以上か

かっている。基礎研究者が独り立

ちできるようになるまでも、一般

に学部を卒業して 10 年程度は必

要である。人材育成は、臨床医で

あれ、基礎研究者であれ、長い期

間が必要となる。

　現代の複雑な疾病に立ち向かう

ためには、医師としての広い臨床

知識、医療に対する高度な専門

性、最先端の研究知識、優れた研

究能力などを有する人材が必要と

なる。これら全てを一人の人間が

有することは理想ではあるが、現

実には不可能かもしれない。しか

し、専門性の幅や知識レベルの多

様な人材を大学で育成していこう

とする試みは重要である。本論で

示したように、様々な大学が特徴

的な臨床研究人材の育成プログラ

ムを実施し始めている。まだ始ま

ったばかりであり成果が目に見え

るようになるのは先のことであ

る。しかし、臨床医と基礎研究者

の両面を合わせ持つような人材の

育成は、長い時間をかけて取り組

んでいかなければならない課題で

ある。

　また、臨床研究人材に限らず、

このような大学院における人材育

成プログラムを国家レベルで推進

することは、日本が将来的に必要

とする高度な専門性をもつ人材を

確保するために極めて重要なこと

である。今後は、これらの人材育

成プログラムと連動して、プログ

ラムに参加する個人を対象にした

研究資金や生活への経済援助など

の若手支援のプログラムを拡大し

ていくことが必要であると考えら

れる。
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薬学博士。ヒト染色体の構造・機能など
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が社会に利用されるまでのプロセス等に

関心がある。

執　筆　者
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科学技術動向研究

ユビキタスネット社会の

コンテキストアウェアネス

技術研究の動向と課題

藤井　章博
情報通信ユニット

　今後、日常生活の色々な場面で、

目立たないように配置されたコン

ピュータが、様々な情報提供を行

ういわゆる「ユビキタスネット社

会」あるいは「ユビキタス情報社

会」という環境が作られてくるで

あろう。総務省が中心となって進

めている u-Japan 戦略では、以下

のような表現でこうした環境の実

現に向けた取り組みを記述してい

る 1）。

・ネットワークが身の回りのどこ

にでもあり、意識することなく

ICT を利用すること

・様々なモノを繋ぎ、「ヒトとモ

ノ」、「モノとモノ」のコミュニ

ケーションを実現すること

　こうした環境を実現するための

技術は多岐にわたるが、特に「意

識することなく ICT を利用する

こと」という部分に対応するのが、

「コンテキストアウェアネス技術」

と呼ばれる技術分野である。

　この技術では、家庭や職場、街

等の生活空間に配置された多数の

センサから情報を得て、利用者の

行動の詳細や時々刻々変化する環

境の状態を把握する。そして、利

用者にタイミングよく有用な情

報を提供するといったサービスを

行う。このため、利用者の行動を

詳細にコンピュータや第三者が記

録する必要がある。更に、利用者

についての背景的情報も同様にコ

ンピュータ等に登録する場合もあ

る。このようにして蓄積された情

報を付き合わせて、利用者の現在

の状態・意図などを推論し、利便

性をもたらす様々なコミュニケー

ションを創出する。コンテキスト

アウェアネス技術は、このように

して利用者の生活に密着し常に生

活者の行動を詳細に記録すること

を前提としているため、利用者が

「意識することなく」その人の個

人情報が処理されるという危険な

一面も持つ。

　現在既に国内で数社のベンダー

が、コンテキストアウェアネス技

術に基づくサービスの実装を提案

し始めている。技術の紹介には、

「みまもり」という耳に心地よい

形容詞が使われる場合が多い。研

究開発の視点からは、必要な行動

の把握を表現する語は、英語で

「surveillance」である。本来この

語彙には、「みまもり」という語

の「まもる」部分に相当する意味

は含まれていない。技術の可能性

を語るとき、このように技術のも

つ明るい部分を強調することは研

究開発を行う立場からすれば自然

なことかもしれない。また、「意

識することなく ICT を利用する

こと」を実現するためには、「み

まもり」によって得られる情報の

蓄積・管理・操作が必ず必要にな

る。こうした技術は、利用者を「監

視」するための情報管理につなが

るかもしれない。更に、このよう

な情報が第三者に悪用されれば、

単純な情報漏洩以上の損害を被る

可能性もある。この点は、この技

術がもたらす可能性のある利便性

に対して非常に大きな影の部分と

して、この技術を考える上で今後

ますます検討が必要となる視点で

あろう。

　本稿では、コンテキストアウェ

アネス技術の概要を紹介するとと

もに、この技術が今後進展し社会

的に受容され、新規のアプリケー

ションを生み出すための鍵となる

研究課題について述べる。この分

野は、現在盛んに研究開発が行わ

れており、一部実用化の途につい

ている。しかし、この分野の最大

の課題は、個人の行動履歴が反映

されている「コンテキスト」の安

全・安心な流通基盤の構築である

と考えられる。この部分の研究開

発には、制度設計を含む多様な観

点からの検討が必要である。

1  はじめに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
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ユビキタスネット社会のコンテキストアウェアネス技術研究の動向と課題

　本稿は、研究活動を網羅的に調

査した結果ではない。以下では、

まず論考の対象となる技術分野の

理解を助けるためコンピュータ上

で行動のコンテキストをどのよう

に取り扱うか説明する。つぎに、

典型的なシステムの構築事例を挙

げてこの分野の研究動向を紹介す

る。その上で、ユビキタスネット

社会実現のための環境作りという

観点から、コンテキストの運用基

盤の重要性について述べる。

2  コンテキストアウェアネス技術の概要 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　

２‐１

コンテキストの定義と

その情報処理

　辞書によると、「コンテキスト

(context)」とは一般には「文脈」

や「背景」を指し、「アウェアネ

ス (Awareness)」とは「～と知る

こと、自覚・認識すること、意識、

配慮」などとされている。一方、

「コンテキストアウェアネス技術」

の研究上の定義は、先駆的な研究

者である Dey らの定義が引用さ

れる場合が多く、「エンティティ

(entity) の状態を規定できる何ら

かの情報。エンティティとは、人・

場所・物体などを指し、利用者や

アプリケーションとの間の相互作

用に関与するものである。利用者

やアプリケーションもエンティテ

ィに含まれる。」とされている 8)。

　図表１は、コンテキストの分類

の一例を示している。コンテキス

トは、映画を代表とする映像コン

テンツなど情報資源に関する「資

源コンテキスト」と、利用者のコ

ンテキストに大別される。利用者

のコンテキストは、更にその意図

の属性や現在の行動の意図などを

表現する「利用者コンテキスト」

と、その利用者がおかれた状況、

天候や場所、時間等に関する「状

況コンテキスト」に分かれる。

　資源コンテキストは、例えば映

画等がホラーか恋愛物かという分

類やそのコンテンツの著作権の状

況などを表す。利用者コンテキス

トは、例えばある利用者が現在就

業状態にあるかどうか、会議中か

そうでないか、など利用者の状況

を表現する。状況コンテキストは、

例えば、利用者の位置やそこでの

天候などを表す。

　図表１の例では、状況コンテキ

ストと利用者コンテキストの二つ

の情報を活用することで、利用者

がいま「余暇」で外出し、買物な

どを行っている状況であると解釈

される。一般的には、コンテキス

トは定義された有限の状態の間を

遷移する「状態遷移図」で表現さ

れ、これに基づいてソフトウエア

が作られる。このソフトウエアが

規定する範囲で、コンテキストは

逐次変化するデータとして蓄積さ

れ、処理される。上の例は、非常

に単純化した例であるが、各コン

テキストをより細分化して定義す

れば、利用者が取りうる多様な状

態に対応して、様々なサービスを

提供できるだろう。近年、この部

分に関する研究開発は盛んに行わ

れており、現在の主なターゲット

は、行動のモデル化やコンテキス

トの抽出方法、状態遷移ソフトウ

エアの開発、その具体的な携帯端

末等への実装などである 2, 4, 10)。

２‐２

システムの全体像

　図表２は、コンテキストアウェ

アネス技術によって、利用者の行

動履歴に基づいた情報サービスを

提供するシステム構成の全体像を

示す概念図である。階層構造の最

下部は、住宅やオフィスなどに多

数配置されるセンサや利用者が携

帯する携帯端末等の管理を行う

「ハードウエアの操作」の階層で

ある。これらのハードウエアなど

から得られる物理的な生データを

もとに、時々刻々と変化するコン

テキストの状態遷移の基になる情

報を、上位層である「コンテキス

ト情報処理」の部分に提供する。

　次に上部に位置するのは、情報

サービスなどを提供する「表示装

置・動作装置」である。表示装置

は、携帯端末や環境に設置された

図表１　コンテキストの分類と例

対　象 内　容 コンテキスト

資　源 情報資源の分類、属性等 資源コンテキスト

利用者
利用者の属性、意図、目的等 利用者コンテキスト

利用者の環境、場所、時間等 状況コンテキスト

例

状況
コンテキスト

在　宅

職　場

外　出

仕　事

余　暇
利用者

コンテキスト
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サービス/
アプリケーション

利用者の
行動履歴

相互運用

個人情報

表示装置
動作装置

コンテキスト
情報処理

ハードウエア
の操作

コ
ン
テ
キ
ス
ト
情
報

流
通
基
盤

モニターや情報表示装置などが考

えられる。最上層に想定されてい

るサービスやアプリケーション

の中には、単なる情報の表示を超

えて、家電製品などの動作を伴う

サービスも想定されている。更に、

将来的にはロボットの遠隔操作や

コンテキストに呼応した自律的動

作の実施などの可能性がある。こ

うした動作装置に関する機能は、

「情報アクチュエーション」と呼ば

れ、今後のユビキタスネット社会

の行方を描く上で重要な技術動向

の一つと考えられている 18)。

　システム全体を通じて、取り扱

う情報は、ほとんどすべて「個人

情報」に対応する。このため、情

報の漏洩や外部からの不正使用に

対処する機能の充実が研究開発上

の最も重要な課題となる。この点

については、次節で述べる。

２‐３

コンテキスト情報の

流通基盤

　インターネット上のサービスプ

ロバイダーのような第三者が、利

用者のコンテキストを用いて何ら

かの付加価値のあるサービスを提

供する場合が考えられる。その際、

図表２に示したように、公衆網や

ローカルエリアネットワークなど

の通信網を通じて、外部の「コン

テキスト情報流通基盤」との間で

コンテキスト情報の相互運用を行

うことになる。コンテキスト情報

を活用し、利用者のためになる多

様なサービスが提供されるために

は、どのような社会基盤が必要に

なるのであろうか。この分野はま

だ研究段階にあり、確固とした青

写真は描かれていないが、コンテ

キスト情報を流通させることが可

能な技術基盤のモデルは、概ね図

表３「コンテキスト情報流通基盤

の概念図」に示すような 3 階層の

機能に分化して成立すると考えら

れる 3, 17)。

　まず「利用技術」では、ユーザ

に何らかのアプリケーションを提

供する。アプリケーションを構成

するためには、図表１に示した資

源コンテキスト、利用者コンテキ

スト、状況コンテキストなどそれ

ぞれ異なるコンテキスト同士を組

み合わせる必要がある。この組み

合わせを「ビュー」と呼ぶ。こう

してアプリケーション毎に特定の

利用者に特化したビューが構成さ

れ、特定の機能を呼び出すために

利用される。

　次に、「ミドルウエア技術」を

提供する階層では、各種コンテキ

ストを作成する機能とそれらを蓄

積し、必要に応じて検索する機能

などが提供される。こうした機能

階層が社会基盤として成立するた

めには、コンテキストの構成方法

に関しても、国際的に共通の規格

が必要となる。現在、この部分に

ついては、まだ国際標準が明確に

規定されていない。しかし、今の

ところ、「Web サービス」や「セ

マンティック Web」と呼ばれる

技術基盤が、コンテクストウェア

ネス技術を利用したサービス提供

に際しても主要な役割を演じると

考えられている 20)。

　情報資源の相互運用のため

の機能を提供する技術として

は、上述した「Web サービス」

や「セマンティック Web」と呼

ばれる技術の体系が存在する。

　Web サービスとは、一定の規

約にしたがって構築されたソフト

ウエアアプリケーションをネット

ワーク上で公開し、連携や相互運

用するための技術的枠組みであ

る。アプリケーション機能への参

照 は、XML(eXtesible Markup 

Language) と 呼 ば れ る 書 式 に

則って記述され、コンピュータが

図表２　システムの全体像

利用技術

ミドルウェア技術

ネットワーク技術

アプリケーション毎の
ビューの構成

コンテキスト作成　　蓄積・検索

コンテキスト流通　　データ流通

コンテキスト情報流通基盤

図表３　コンテキスト情報流通基盤の概念図
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自動的に処理できる。

　また、セマンティック Web と

は、Web 全体を巨大なデータベ

ースとみなし、情報を効率的に処

理するための枠組みである。個別

のデータベースに関してその内容

や処理方法などを「メタデータ」

として記述し、これをデータベー

スの相互運用に利用するものであ

る。

　最後に「ネットワーク技術」の

階層では、センサーネットワーク

などから得られる「データ」や「コ

ンテキスト」を物理的な信号とし

て流通させる機能を提供する。こ

れは、インターネットなど既存の

通信基盤を利用することになる。

　図表３に示したコンテキスト流

通基盤が成熟すれば、「利用者コ

ンテキスト」を蓄積したデータ

ベースと利用者の求めるサービス

やアプリケーションの要素である

各種「資源コンテキスト」のデー

タベースとの間で、コンテキスト

の相互運用が可能となる。このよ

うな基盤の充実が、新しいサービ

スやアプリケーションを育む可能

性を秘めているといえよう。した

がって、コンテキストの流通基盤

の充実は、ユビキタスネット社会

にとって非常に重要であると考え

られる。

　しかしながら、こうした情報流

通基盤を構築するに当たっては、

個人情報の取り扱いが磐石でなけ

ればならない。現在、個人情報を

ネットワーク上で取り扱う際の

規約として、W3C（World Wide 

Web Consortium）とよばれるイ

ンターネット関連技術の国際的

標準化団体が、P3P (Platform for 

Privacy Preferences) と呼ばれる

標準を検討している。現状では、

これが国際的に主要な規格であ

る。この規格は、プライバシーに

関るポリシーを XML で記述し、

コンピュータが処理可能な形でネ

ットワーク上に公開する。P3P 規

格に従うシステムは、このポリシ

ーを自動的に解釈し個人情報の利

活用の程度を制御する 15)。

　近年、W3Cの勧告のみでは不十

分であるとして、これを更に発展

させる提案もなされている7, 11)。情

報セキュリティの研究開発は、新

たに登場してくる脅威に対して常

に「いたちごっこ」のような課題解

決を迫られるという側面がある。

このため、今後推進すべき研究開

発上の課題は多い。

２‐４

新しいサービス創出

の可能性

　次に、現在のコンテキストアウ

ェアネス技術が新しいサービスへ

と発展する可能性について考えて

みる。携帯電話においては、既に

利用者のコンテキストを利用する

サービスが始まっている。例えば

筆者の携帯電話の待ちうけ画面に

は、動物を擬人化した漫画キャラ

クターが常駐しており、旅行をし

た場合などその地方に関連する話

題をもとにメッセージを表示して

くれる。また、利用回数や利用の

タイミングに応じてコメントを出

す場合もある。これらは今のとこ

ろ他愛のないサービスに過ぎず、

漫画キャラクターに対する心理的

な親しみを醸成するのが目的であ

り、コンテキストをそれ以上詳し

く利用する機能はこれには無い。

しかし、このように携帯電話の上

で常にソフトウエアが稼動し、利

用者の位置情報や利用情報を監視

することは、いともたやすいと気

付かされる。こうした情報をマー

ケティングなどのより高度な情報

処理に活用することは、技術的に

は容易である。

　コンテキストの活用によっても

たらされる可能性のある利便性を

整理する。まず、利用者の視点か

らは次のような支援が考えられ

る。①利用者の記憶を喚起して注

意を促すなど、「記憶に関する支

援」、②行動の選択に臨んで利用

者の判断を支援するための情報を

提供するなどといった「判断への

支援」、③利用者が何らかの行動

を行っているときその行動の補助

や協力を行うための情報提供と

いった「行動に対する支援」など。

一方、サービスという観点に立つ

と、次のようなサービスを提供

できる可能性がある。①利用者の

移動に伴う位置の変化に対応した

サービス、②利用者の行動の履歴

の獲得とそれに応じた情報提供を

行うサービス、③天候や気温など

環境の変化に対応したサービス、

④コンテキストの状態に基づいて

他のサービスを自律的に呼び出す

サービスなど 11, 14)。

　コンテキストアウェアネス技術

研究の事例として、先駆的な研

究を行っている米国マサチュー

セッツ工科大学の Media Lab. を

訪問し調査を行った。以下は、

「 未 来 の 住 宅 環 境 (Home of the 

Future)」と題され、建築学と計

算機学の融合研究として実施され

ている研究である 9, 10, 16)。

（1）オフィス環境における

　研究事例

　今後、我々の携帯端末は、ます

ます多くのメッセージを利用者に

送りつけるようになるであろう。

メッセージは、人が発信するボイ

3  コンテキストアウェアネス技術研究の事例 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
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スメールや電子メールに加えて、

コンピュータ等によって自動的に

生成されるものも含まれるであろ

う。こうしたメッセージは、利用

者に応答など何らかの対応を迫る

ために、利用者の負担は増大する。

そこで、このように頻繁に携帯端

末に到着するメッセージに関し

て、利用者がそれを処理すること

の心理的負荷を軽減する目的で、

コンテキストアウェアネス技術を

適用する研究が行われている 9)。

　例えば、職場で同僚と職務内容

について検討しているときは、週

末の遊びについての友人からの電

話での問い合わせによって、会話

を中断されたくないと思うだろ

う。しかし、その同じ内容のメッ

セージが、仕事のキリの良いタイ

ミングで端末に表示されれば、応

答することはやぶさかではなかろ

う。この研究では、業務中の利用

者の活動のコンテキストを分析

し、メッセージの表示のタイミン

グを調節する機能を提供しようと

している。

（2）生活環境の事例

　次の事例は、同じく建築学と計

算機学を融合した長期的な研究プ

ロジェクトの一部として実施され

ているものである。多数のセンサ

を配置した住環境を想定し、その

中で利用する携帯型端末を開発し

ている。

　この研究では、テレビなどの家

庭電気製品を制御するための端末

にコンテキストアウェアネス技術

を適用させ、利用者のより健康な

日常生活を支援するというもので

ある。端末は、テレビのチャネル、

音楽鑑賞用ステレオ装置などの操

作画面に、電子メール表示機能な

どを加えて一つの操作画面で多機

能を担うものである。図表 4 には、

端末とキッチンでこれを操作して

いるシーンを示している。

　特に米国では、テレビを見る時

間の増大が肥満や成人病に繋がる

として、テレビを見る代わりに体

を動かすことが推奨されている。

一方、日常生活には生活者の自由

な行動のもとで一定の娯楽のため

の時間も必要であろう。この端末

は、利用者にとって押し付けがま

しくない方法で、テレビを見る以

外の行動を取るようにうながし、

自然にカロリー消費を促進すると

いうものである。カロリー消費を

もたらす行為としては、音楽を聴

いて体を動かすことや、料理・洗

濯などの家事を行うことなどが相

当する。

　この住環境には、図表５に示す

ように室内に多様なセンサが家

具の扉などに設置されており、例

えば「戸棚を空けた」というよう

な動作も逐一記録される。このよ

うな、動作の記録は単なるデータ

図表 4　家電操作用端末とそれを操作しているところ ( 表紙カラー図参照）

出典：MIT Media Lab. Home_n: house of the future

図表５　住居の随所に配置されたセンサの例

出典：MIT Media Lab. Home_n: house of the future
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の羅列にしかならないため、もう

一段階上の処理が必要である。研

究では、このようなデータの蓄積

から意味のある利用者コンテキ

ストを作成することが、一つの

ターゲットになっている。このタ

イプの研究は、この例以外にも国

内外で活発に行われている。

　MIT のこの研究開発の例では、

新しい技術の支援によって、従来

の生活パターンが大きく変化する

可能性に注目している。研究開発

の動機としては、次のような健康

管理に関する姿勢の変化を先取り

しようとする考え方があり、これ

が、システムの設計思想に反映さ

れている。

①　治療から予防へ：医療目的の

変化

②　患者から健常人へ：高齢者や

患者予備軍等への対応

③　病院から自宅 (Home) へ：対

応場所の変化

④　定期健診からリアルタイム

へ：健康・疾患に関する情報

の取得方法の変化

すなわち、病気になってから治療

するのではなく、病気にならない

ように予防に日常生活の場で常に

心がけるというものである。この

ような態度は、特に成人病予防に

対して効果的であると考えられて

いる。MIT のプロジェクトでは、

こうした変化への対応を表現する

ために、「proactive( 先取り )」と

いう概念を提唱している。これは、

文字通り事態を先取りしようとす

る考え方であるが、コンテキスト

アウェアネス技術が可能にする新

しい生活環境のイメージを的確に

表現している標語とも言える。医

療に関して、このような変化が求

められているということは以前か

ら指摘されてきたが、コンテキス

トアウェアネス技術を代表とする

昨今の情報処理技術の進展によっ

て、初めて具体的な技術的支援が

可能となるのである。

　ユビキタスネット関連技術は多

岐にわたるが、これまで述べてき

たコンテキストアウェアネス技術

は、その基幹的な技術である。し

たがって、この技術領域における

課題は、そのまま多くのユビキタ

スネット関連の研究に当てはま

る。以下では、コンテキストアウ

ェアネス技術の研究開発における

課題のうち、最も重要なプライバ

シーの保護とアプリケーションの

設計という二つの観点について述

べる。

４‐１

個人情報の保護

　コンテキストアウェアネス技術

においては、個人の行動に関する

情報を詳細に取り扱うため、情報

の漏洩に対する対処が磐石である

ことが求められる。利用者は、自

分にとってより良い住環境が実現

できるということであれば、進ん

で個人情報の一部をシステムに

提供するかもしれない。なぜな

ら、より良い環境を作るという目

的で、人の行動や環境を監視する

ことは、基本的には善意によって

為されているという大前提があ

る。言うまでもなく、この前提だ

けに立ったシステムは、悪意によ

る不正行為に対して極めて脆弱で

ある。そこで、個人情報漏洩を最

小限に食い止める工夫が必要とな

る。

　当然、こうした観点からの検討

も既にはじめられている。例えば、

センサや携帯端末装置は最低限、

物理レベルでの信頼性が求められ

る。家庭内や組織内の情報ネット

ワークが動作している状況におい

て、外部から無線や電磁環境検知

技術などを悪用して、個人情報が

盗み見られないようにする必要が

あり、伝達情報の暗号化などの研

究が重要である。

　更に、システム構成のより上位

の機能レベルにおいても対処が必

要になる。利用者の行動を監視す

る装置は、必要以上の情報を収集

してしまうかもしれない。そこで、

出来るだけ少ない情報で目的を達

するようなシステムの設計を目指

す必要がある。例えば、センサの

機能やハードウエアを「無能」な

状態に置き、コンテキスト情報の

処理は、許された装置によって

のみ行う。こうすることで、セン

サ等から情報が盗まれることを防

御できる。あるいは、高度な画像

認識機能を備えたビデオカメラで

は、コンテキストを解析する以前

の１次的な映像情報のみを出力す

るという方策も検討されている。

得られた物体や人物の認識能力

を、強い管理下にある別のハード

ウエアのみに許し、個人の特定や

その行動内容に掛かわる情報の存

在箇所を限定し、リスクを最小限

に抑えるのである 12)。

４‐２

アプリケーションの設計

　コンテキストアウェアネスの研

究プロジェクトでは、アプリケー

ションやサービスだけを議論して

も机上の空論となってしまう可能

性がある。したがって、多くの場

合は、実際のセンサーネットワー

クを構築した上でのアプリケー

ションを検討している。このため

に、この分野の技術を論じる際に、

次のような問題を生じていると考

えられる。

　まず、アプリケーションの有用

4  コンテキストアウェアネス技術の課題 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
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性に関する点である。各種の研究

プロジェクトで検討されているア

プリケーションには、具体的な需

要が疑わしいものもある。特に、

センサーネットワークの構成方法

が研究の中心的課題であれば、ア

プリケーションのあり方は付加的

な要素に過ぎなくなる。こうした

傾向が、技術分野の重要性に対す

る一般の認識を妨げる側面があ

る。コンテキストアウェアネスに

「みまもり」という耳に心地よい

形容詞が必要と感じるのは、この

分野の技術に関する社会的な受容

性の低さに由来する心理かもしれ

ない。すなわち、コンテキストア

ウェアネス技術では、それが想定

するサービスやアプリケーション

が人々の日常生活に密着するもの

であればあるほど、一般的に心理

的な敷居は高く、社会的受容性が

低い。このためアプリケーション

の設計には、これを凌駕するシス

テムの設計思想が必要である。

　例えば、MITの事例で「proactive」

と表現された概念はこれに相当す

る。こうした概念あるいは設計思

想の創出が、実はネットワーク技

術に関する要素技術の開発と併せ

て、あるいはそれ以上に重要であ

る。未来の生活環境に関して、こ

のように新しいビジョンを描くこ

とは必ずしも容易ではないが、ア

プリケーションの創造が求められ

るこの分野の研究開発のマネージ

メントにとっては、非常に重要な

ことである。

　次に、技術の標準化に関する観

点である。将来、有効性の高いサ

ービスは、コンテキストに関する

流通基盤が整備され、様々な試行

錯誤が繰り返される中から誕生し

てくると考えられる。現在のイン

ターネットを取り巻く状況から類

推すれば、その試行錯誤はある段

階までの技術仕様が共通であると

いう状況が成立した上で、何らか

の経済的インセンティブを伴って

実践される。例えば、サービスを

提供するベンチャーが競合する状

況である。

　2007 年 6 月に閣議決定された

長期戦略指針「イノベーション

２５」のなかでは、分野別の「戦

略的な研究開発の推進」が求めら

れる研究課題が挙げられ、情報通

信分野では「世界最高水準の安全・

安心な情報通信インフラの構築」

がその一つである。また、この政

策の立案に資する目的で、科学技

術政策研究所が 2006 年度に実施

した調査の報告書 17) では、「ユビ

キタス成熟社会」を実現するため

に整備すべき社会基盤として、ユ

ビキタスネットに関する４つの

「インフラ」の構築が重要である

と指摘されている。これらのイン

フラの詳細記述は、ここでは省略

するが、コンテキストアウェアネ

ス技術の研究領域としては、これ

らは、2‐3 でのべたミドルウエ

ア技術に相当する。

　インフラの整備をすすめるため

には、共通基盤が確立されること

を前提とした研究開発プロジェク

トのマネージメントが必要であ

る。各々のプロジェクトが、図表

３に述べたネットワーク技術、ミ

ドルウエア技術、アプリケーショ

ンのすべての階層を研究対象とす

るのは無駄である。そこで、下位

の二つの階層、「ネットワーク技

術」「ミドルウエア技術」に相当

する技術に関しては、多くの研究

者が合意できる共通仕様を早急に

整備する必要がある。その上で、

多様なアプリケーションの試行錯

誤を行うことで取捨選択が起こ

り、良いものが残り、サービスの

内容が洗練されていくという状況

を作ることが必要である。

　コンテキストアウェアネス技術

の推進には、コンテキストという

個人情報の秘匿とその活用を同時

に達成しなければならず、技術的

観点からも、制度設計の観点から

も非常に挑戦的な研究課題であ

る。

　また、仮に個人情報を取り扱う

環境が十分整備されたとしても、

良いサービスがはじめから存在す

るとは限らない。技術が普及し、

実際の運用が行われる中で、初め

て新しく生まれてくる場合もあ

る。つまり、そこには鶏と卵のよ

うな関係があり、技術の進化と社

会制度の成熟が共に進展すること

が必要である。

　したがって、個別要素技術に関

する研究開発もさることながら、

どのような社会と構築したいのか

というビジョンを持ち、それに基

づいたシステムの設計思想が必要

である。例えば MIT の事例では、

「proactive（先取り）」という設計

思想のもとで、未来の医療を取り

巻く生活環境に対する考え方を示

している。これは、そうした設計

思想の一例である。この分野の研

究開発には、このような新たなビ

ジョンの構築に向けた議論が必要

である。
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